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第 2 章 従来の研究と本研究の位置付け 
 

本章では，世帯の自動車保有・利用行動に関する従来の研究を概観し，本研究での位置付け

を行う．2.1 では，従来の自動車保有・利用行動の分析を時間軸及び分析対象の観点から分類

する．2.2では，各々の分析手法を概観した結果を踏まえて本研究での分析手法の方針を述べ，

従来の研究における位置付けを示す． 

 

2.1 従来の研究 

自動車保有行動は，交通機関選択行動や経路選択行動等の選択行動とは異なり，１年や数年

といった長い期間の中で行動が生起するという特徴を持つ．よって，自動車保有行動の分析を

行うにあたり，行動をどのように観測するかによって異なったモデルの構造が用いられている．

すなわち，ある時点に観測時点を固定してその時点での自動車保有状態を観測する静的モデル，

一定の時間間隔毎に観測することにより各時点での自動車保有状態を観測する動的状態モデル，

一定の時間間隔毎，あるいは連続時間軸上での観測により自動車保有状態の更新行動を観測す

る更新行動モデルである． 

交通行動分析手法全体の発展に伴ない自動車保有分析においても静的モデルから動的モデル

への移行が進んでいる．静的モデルに対する動的モデルの優位性については Kitamura (1987)が

まとめているように，個人間の「差異」に基づくモデルが個人の行動「変化」を再現出来る保

証はなく，行動変化を予測するためにはどのような状況下で個々人がその行動を変化するのか

という縦断面調査に基づく動的モデルを用いた方が理論的な妥当性が高い．実際，Goodwin 

(1993)は自動車保有台数に対する世帯収入の影響を分析し，同一時点内での世帯間の差異に基

づく感度と同一個人内の時点間の差異に基づく感度が異なるという知見を得ている．さらに，

交通行動モデルは基本的に世帯や個人の意思決定をモデル化するものであり，更新行動の結果

としての自動車保有状態をモデル化するよりも更新行動そのものをモデル化する方が自然であ

り，本質的に自動車保有行動の再現性が高いものと期待される(Kitamura, 1992)． 

一方，自動車保有行動は様々な行動要素を含んでおり，個々の分析目的に応じてそれぞれの

行動要素に着目した分析が行われてきた．その際，個々の行動要素は非常に密接に関係してお

り，相互に影響を及ぼしているものの，得られるデータや分析手法の限界によってその他の行

動要素を外生的に捉えていることも多い．もちろん複数の行動要素を同時に考慮した分析も行

われており，そのような分析では行動間の相互作用がモデル化されている．ただし，複数の行

動要素をモデル化するためにはそれに応じて必要となるデータの質量が増える事が問題となる． 

以下では，3つのモデルの構造毎に，各行動要素および行動要素群の分析手法を示す． 

 

2.1.1 静的モデル 

静的モデルは 1 時点における自動車保有状態の観測に基いて，個々の個人や世帯間の差異と
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自動車保有行動の差異の関係をモデル化することによって自動車保有行動に及ぼす影響を探る

分析手法である．初期の自動車保有分析の多くは静的モデルの枠組みによるものである．静的

モデルが対象とする主な行動要素は保有台数の選択，保有車種の選択，自動車利用行動の結果

としての年間走行距離やトリップ発生頻度の 3要素である．当然の事ながらそれぞれは密接に

関連しており全てを同時に考慮したモデルシステムも提案されている．ここでは個々のモデル

化について示した後，それらを組み合わせたモデルシステムについて示す． 

a) 保有台数選択モデル 

自動車保有分析のごく初期の段階から保有台数を予測するモデルは数多く構築されてきた

（Lerman and Ben-Akiva, 1976; Mogridge, 1978; Tran, 1980）．我が国でもいくつかの研究が行われ

ている（森地他，1984；佐佐木他，1986；建設省土木研究所，1988；小宮・久保田，1991）他，

近年でも，モデルの構造等に関していくつかの研究が行われている（ Bhat and Koppelman, 1993; 

Pendyala et al., 1995; Bhat and Pulugurta, 1998）． 

保有台数選択モデルは，観測時点の世帯の自動車保有台数を被説明変数とし，同じ時点の世

帯属性と自動車属性を説明変数とするモデルである．説明変数には，世帯収入の他，自動車保

有の費用として自動車購入費用や自動車維持費用，公共交通機関の利用可能性，世帯の就業者

数等が有意な要因として導入されている（Train, 1986）．我が国の研究では，佐佐木他（1986）

は世帯のライフサイクルステージを，小宮・久保田（1991）は駐車場所制約を導入している．

ただし，自動車保有の費用は実際には保有車種によって異なるため注意が必要である．Lerman 

and Ben-Akiva (1976) のモデルでは平均的な費用としてある一定の費用を用いており，他の値

を用いた場合にもパラメータの推定値が影響されなかったことにより妥当性を主張している．

しかしながら，現在のような同車種中にもバリエーションやグレードをいくつも設けるといっ

たメーカーによるワイド・バリエーション戦略の下では，平均費用の算出は困難である．また，

平均価格が一定で車両価格帯が広がった場合等の影響を考慮することが出来ない．ただし，こ

の問題に対しては，保有台数と車種の同時選択行動をモデル化することにより，車種毎の費用

を考慮するという方法が取られており，これについては後で述べる． 

保有台数選択モデルの定式化には，オーダード・ロジット・モデル，あるいは多項ロジット・

モデルが適用される事がほとんどである．これら 2 つのモデルの間では世帯が自動車保有する

ことによって得られる効用に対する仮設が異なっている．つまり，前者のモデルの場合には，

世帯が自動車保有の必要性を潜在的に感じており，その潜在的な必要性が高いほど多くの自動

車を保有する，というものである．一方，後者のモデルの場合には，保有台数とは独立に決定

される潜在的な必要性といったものは仮定せず，保有しない場合，1 台保有した場合，…とい

うように個々の台数を保有した場合に世帯が得られる効用を比較し，最も高い効用が得られる

台数を保有する，というというものである．Bhat and Pulugurta (1998) は同一のデータに対して

両モデルを適用し比較分析を行った結果，多項ロジット・モデルの方が勝っており，個々の台

数を保有した場合の効用を比較するという行動仮説の方が妥当性が高いという結論を得ている． 
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b) 車種選択モデル 

車種選択モデルは，世帯が保有する車種を選択肢とし，世帯属性と自動車属性を説明変数と

するモデルである．説明変数としては，世帯収入，世帯構成人数，世帯主の年齢，保有自動車

数等が世帯属性として，自動車購入費用，自動車維持費用や燃費，乗車定員や重量，車長とい

った車両サイズを表す指標，車齢，馬力等が自動車属性としてモデルに導入されている（Train, 

1978）． 

ただし，既に述べたように非常に多くの車種が市場に存在するため，選択肢集合の設定は容

易ではない．すなわち，市場に存在する個々の車種をそれぞれ選択肢とする場合には，ロジッ

トモデルの適用に際して仮定される選択肢間の誤差項の独立性（Ben-Akiva and Lerman, 1985）

が成り立たない．また，選択肢数が膨大となるため各選択肢の属性データの用意，及び，推定

計算に要する費用が高くなる．個々の車種を選択肢とした分析としては Manski and Sherman 

(1980)の研究がある． 

選択肢間の独立性を確保し，選択肢数を抑えるために，車種を集約したクラスを選択肢とし

た場合には，選択肢の属性として複数の車種からなるクラスをどのように表すかが問題となる．

このような問題に対しては，ネスティッド・ロジット・モデルの考え方に基づき，クラスに属

する個々の車種の効用のログサム変数をクラスの属性として説明変数に用いることが望ましい．

しかしながら，実際に個々の車種の効用値を用いてログサム値を計算するには，個々の車種を

選択肢とする場合と同様に計算費用が膨大となる．McFadden (1978)はクラスに属する車種数が

大きくなるにつれて，ログサム変数の値が以下の式で近似されることを示している． 

 

 ( ) 2

2
1

ln cc Wr +  (2.1) 

 

ただし，rcはクラスに属する車種数，Wc
2はクラスに属する車種の効用の分散を表す．モデルの

推定時には個々の車種の効用は既知ではないため，車種の個々の属性値の分散を用いることと

なる．式(2.1)で表される近似を車種選択モデルに適用した分析としては，Train (1986)の研究が

ある． 

個々の車種を集約するクラスについては，車両サイズによる分類が一般的である（Lave and 

Train, 1979; Beggs and Cardell, 1980; 建設省土木研究所，1988；青島他，1991；石田他，1994）

ものの，ブランドをクラスとして設定している事例（ Lave and Bradley, 1980; Chandrasekharan, et 

al., 1994）もある．これらは，分析の目的によって決定されるものであり，前者においては燃料

価格の変化の影響，ガソリン消費量の予測や電気自動車の潜在需要の予測が分析の目的である

のに対して，後者においてはブランドロイヤリティーや国産車と輸入車の競合状態等に焦点を

当てたものである． 

さらに，世帯が保有する全ての自動車ではなく，世帯が保有する最もサイズの小さい自動車
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のみを対象としてサイズを選択肢とする車種選択モデルを構築しているケース（Lave and Train, 

1979）もある．これは，小さいサイズの自動車の保有世帯が電気自動車への転換の潜在需要を

形成するとの認識に基づき電気自動車の需要予測を念頭においたものである． 

電気自動車等の需要予測を行うためには，現在，市場に出回っていない電気自動車の，航続

距離や充電時間等といった未知の属性の影響についてもモデルに導入する必要がある．よって

電気自動車の需要予測等を目的とした研究（Beggs, et al., 1981）では，SP 調査データに基づく

分析が行われている．SP データに基づく分析では，提示する代替選択肢数を制限することによ

り，選択肢間の独立性を保つことが容易である．しかしながら，従来より SP データ一般の信

頼性の低さについては数多くの指摘がなされており，車種選択行動についても例外ではないも

のと思われる． 

車種選択モデルの定式化には主にロジットモデルが用いられてきた．通常のロジットモデル

では線形効用関数が用いられており，複数の属性間の補償可能性が仮定されている．もちろん，

車種選択行動が補償型の選択構造に基づく保証はなく，Recker and Golob (1979)，Murtaugh and 

Gladwin (1980)は非補償型の選択構造を仮定した車種選択モデルの構築を行っている．いずれの

分析においても世帯が最初に考慮する要因は車両サイズであるという知見を得ている． 

c) 走行距離モデル 

世帯の自動車利用状況を表す指標として，1 年間や 1 カ月間の走行距離を被説明変数とする

走行距離モデルが主に構築されてきた．もちろん，実際の自動車利用行動は日々行われており，

走行距離は一定期間内の交通発生選択，目的地選択行動選択，及び交通機関選択行動結果によ

る自動車利用を集計したものである．よって，走行距離モデルはこれらの行動を簡略的にモデ

ル化したものと捉える事が可能である．走行距離モデルを用いることによって，ガソリン価格

の高騰や低燃費車両の市場導入による自動車走行距離の変化，走行距離の変化の結果としての

燃料消費量の変化を予測することが可能となる． 

走行距離モデルの被説明変数としては，世帯内の各保有自動車の走行距離を個別にモデル化

する場合，及び，それらの和を求め，世帯の総走行距離をモデル化する場合がある．保有自動

車間の走行距離の相互作用が明示的に取り扱えること，及び，車種属性やメインドライバーの

属性を説明変数に導入しやすい等によって，ほとんどの分析（Mannering, 1983; Hensher, 1985; 

Golob, et al., 1996a, 1996b）では各保有自動車の走行距離をモデル化している．その他の有意な

説明変数としては，最寄り駅までの距離や所要時間等の公共交通機関の利便性を表現する要因

を含む世帯属性が用いられている． 

各保有自動車の走行距離をモデル化する場合，当該自動車以外の走行距離を説明変数として

用いるため，保有自動車数毎に世帯をセグメント分割し，各セグメント毎にモデルを構築する

こととなる．例えば，2台保有世帯は以下の連立方程式で表される． 
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ただし，VMTi は保有自動車 i の走行距離，Xi は保有自動車 iの属性ベクトル，Yi は保有自動

車 iのメインドライバー属性ベクトル，Z は世帯属性ベクトル，εi は誤差項を表し，αi は未知

パラメータ，βi，γi，λi は未知パラメータベクトルを表す． 

ε1，ε2 は独立ではなく互いに相関を持つと考えられるため，誤差相関を考慮可能な推定方法が

用いられる．初期の研究（Mannering, 1983; Hensher, 1985）では 3SLS (three-stage least squares)

が用いられていたが，計算技術の発達により，近年の研究（Golob, et al., 1996a, 1996b）では構

造方程式モデル（SEM: Structural Equations Model）が用いられるようになってきている． 

また，走行距離が常に正の値を取ることから，走行距離の替わりに走行距離の対数を用いて

いる研究（Golob, et al., 1996a, 1996b）もある． 

さらに，保有自動車が複数の場合には，各自動車を一定の順番に並べる必要がある（保有自

動車が 2台の場合には，どちらの自動車を式(2.2) の i = 1 とするかを決定することになる）．

順序付けの方法としては車齢等を用いる事も考えられるが，多くの場合，分析者の主観的な基

準に頼らざるを得ないため，未知パラメータを全ての保有自動車に対して共通とすることによ

ってこの問題を回避することが多い． 

d) 統合モデル 

いくつかの研究では，保有台数の選択，保有車種の選択，および走行距離が相互に密接に関

連していることを考慮したモデルシステムが提案されている． 

保有台数の選択と保有車種の選択を組み合わせたモデルとして，Train (1986) は保有台数の

選択を上位レベル，保有車種の選択を下位レベルとするネスティッド・ロジット・モデルを構

築している．ネスティッド・ロジット・モデルを適用することにより，保有台数選択モデル構

築の際に問題であった平均自動車費用を算出する必要が無くなり，車種選択レベルの効用関数

に個々の車種の自動車費用を導入することによって，ログサム変数を通じて保有台数選択に及

ぼす自動車費用の影響を考慮可能となる． 

一方，保有台数の選択や保有車種の選択と走行距離モデルを統合する際には，前者が離散的

選択行動であるのに対して後者が連続的選択行動であることから，離散連続選択モデルを適用

した分析（Train, 1986; de Jong, 1997）が行われている．de Jong (1997) は 0台，1台，2台を選

択肢とする保有台数の選択と走行距離の決定を組み合わせた離散・連続選択モデルを構築して

おり，間接効用関数を以下のように定式化している． 

 



13 

( ) ( )

( ) ( ) ( )2222222222
22

2121212121
21

1
22212

1111111111
11

1
111

1
0

exp
1

exp
1

1
1

exp
1

1
1

1
1

vZvZccyU

vZcyU

yU

βεγ
β

βεγ
βα

βεγ
βα

α

α

α

α

−++−++−−
−

=

−++−
−

=

−
=

−

−

−

 (2.3) 

 

ただし，Ui は台数 i の間接効用，y は世帯収入，cij，Zij，v ij は i台保有の場合の自動車 j の自

動車費用，メインドライバー属性や世帯属性ベクトル，燃費（ l/km）を表し，εij は正規分布に

従う誤差項を表す．α，βijは未知パラメータ，γij は未知パラメータベクトルを表す． 

ロワの恒等式により，走行距離に関して式(2.3)から以下の式が導かれる． 

 

 

( )
( )
( ) 2122212222222122
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11111111111111
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εβγα
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 (2.4) 

 

ただし，xij は i台保有の場合の自動車 j の走行距離を表す．前述の走行距離モデルと同様に，

式(2.3)，(2.4)中のいくつかの未知パラメータは共通と仮定されることも多い．  

従来，離散・連続選択モデルは誤差項の相関を考慮した上で，式(2.4)による回帰モデルと式

(2.3) による離散選択モデルとして逐次的に推定されて来た．Train (1986) は式(2.3)の効用関数

を線形化した上でロジットモデルを用いて逐次的なパラメータ推定を行っている．近年の計算

機の計算能力の向上により，de Jong (1997)では効用関数の簡略化なしに，同時推定によって未

知パラメータの推定が行われている． 

離散連続選択モデルの他，保有台数の選択と走行距離の統合モデルとして SEM を用いたモ

デル Golob (1998)も構築されている．保有台数は連続変数ではなく離散変数であるため，SEM

を用いる際には従属変数の離散性を考慮したパラメータの推定法を用いる必要がある．Golob 

(1998)は，変数の正規性が成り立たない場合にも有効な ADF-WLS 推定量を用いてパラメータ

推定を行っている． 

いずれのモデルにおいても，自動車保有と利用の相互作用を明示的にモデルに導入しており，

ガソリン価格の変化による自動車保有への影響や車両価格の変化による自動車利用への影響等

が的確に把握することが可能である． 

 

2.1.2 動的状態モデル 

静的モデルは，自動車保有状態をその時点の属性値によって説明しようとするものであった．

つまり，ある時点の自動車保有状態は，それ以前の過去の自動車保有状態とは独立であり，説
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明変数の属性値の変化に即時的に対応し，常に均衡状態にあることを暗黙的に仮定していた．

しかしながら，個々の世帯では保有自動車の買い替え等は 1年や数年といった長い期間の中で

も頻繁に行われるわけではない．ある時点の自動車保有状態は反応遅れや状態依存等を含んで

おり，過去の自動車保有状態や自動車保有に影響を与える説明変数の過去の属性値もモデルに

導入する必要がある．以下では，離散時間軸上での各時点の自動車保有・利用状態を，過去の

状態の影響を考慮した形でモデル化する，動的状態モデルについて概観する． 

a) 動的保有台数モデル 

動的保有台数モデルは，一定時間間隔毎の自動車保有台数を被説明変数とし，各時点の世帯

属性と自動車属性を説明変数とするモデルである．時間間隔としては，1 年が用いられること

が一般的である．説明変数としては，静的モデルと同様の変数が用いられている．ただし，1

時点前の自動車保有台数，あるいは 1台保有ダミーや 2 台保有ダミーを説明変数に加えること

により，自動車保有台数の状態依存性を表す．また，1 時点前の世帯属性値等を遅れ効果とし

て説明変数に取り入れることもある．Kitamura (1989) は 1時点前の値に加えて 1時点前からの

属性値の変化を表す変数を説明変数に加えて分析を行っており，世帯内の免許保有者数や世帯

収入について，1 時点前より増えた場合と減った場合では，その効果が異なることを示してい

る．さらに，各時点の誤差項が互いに相関していると仮定することにより，自動車保有に関す

る世帯間の非観測異質性を表す． 

Kitamura and Bunch (1990)は 4時点のパネル調査によって得られたデータを用いて，オーダー

ド・プロビット・モデルを適用した動的保有台数モデルを構築している．1 時点前の自動車保

有台数を説明変数に用いるために，被説明変数として用いられるのは，2 時点目から 4 時点目

までの 3 時点の自動車保有台数である．パラメータ推定の際には，1 番最初の時点の自動車保

有台数を静的モデルにより推定し，実際の自動車保有台数を推定値で置きかえることにより，

動的モデルで問題となる初期値の設定の問題を解消している． 

さらに，誤差項を以下のように定式化し，系列相関が時点に依存せず一定と仮定した場合と

時点に依存すると仮定した場合の結果を比較している． 

 

 ( ) ( ) ( ) ( )tiUiqtti ,, += αε  (2.5) 

 

ただし，ε (i, t) は世帯 i の時点 t の誤差項，q(i) は世帯 iの非観測異質性，U(i, t) は世帯 i，時

点 t に独立な誤差項を表し，α(t) は未知パラメータを表す．α(t) を時点に依存せず一定とする

ことにより系列相関の影響が一定であると仮定することとなる．一方，α(t) を時点に依存し変

化すると仮定する場合には，さらに，U(i, t) の分散についても時点に依存して変化すると仮定

した場合と時点に依存せず一定と仮定した場合の比較を行っている．分析の結果より，自動車

保有台数に関する強い状態依存性を確認した他，説明変数のパラメータの推定値はモデル間で



15 

頑健であるものの，単純に 1 時点前の自動車保有台数を説明変数として加えるだけのモデルで

は，状態依存や系列相関に関して誤った結論を導く可能性があることを示している． 

b) 動的自動車利用モデル 

動的自動車利用モデルは，一定時間間隔毎の自動車走行距離やトリップ時間等を被説明変数

とするモデルである．説明変数や時間間隔は前述の動的自動車保有台数モデルと同様である．

Hensher and Smith (1982)は Anderson and Hsiao (1982)による方法を用いて初期値の設定問題につ

いてより厳密な取り扱いをしている他，系列相関の時刻依存性や時点によって変化しない変数

と非観測異質性の相関等について複数のモデルを比較検討している． 

c) 動的自動車保有・利用統合モデル 

動的統合モデルでは，一定時間間隔毎の自動車保有台数あるいは保有車種の選択と，走行距

離やトリップ時間，トリップ数等を被説明変数とし，それらを統一的に説明するモデルである．

説明変数はこれまで述べた動的保有台数モデルや動的自動車利用モデル等で用いているものと

同様の変数である．モデルの構造としては，静的な統合モデルと同様に，離散・連続選択モデ

ル（Mannering, 1985; Hensher, 1986; Hensher, et al., 1989）や誤差項の相関を考慮した限定従属変

数を含む連立方程式モデル（Kitamura, 1987; Meurs, 1993），SEM（Golob and van Wissen, 1989; 

Golob, 1990; van Wissen and Golob, 1992）等のモデルが用いられている．いずれのモデルにおい

ても自動車保有と利用の相互作用や誤差相関をモデルに導入しており，Kitamura (1987) は，時

刻 tの内生変数 Y1(t), Y2(t) ，および外生変数 X1(t), X2(t)，誤差項ε1(t), ε2(t)構成されるモデルシ

ステムについて，変数間の関係を表 2-1 のように分類している．実際のモデルの推定にあたっ

ては，表中のいくつかの関係の存在を仮定したモデルが推定されており，自動車保有台数の選

択とトリップ数は独立であるとの知見を得ている． 

 

2.1.3 更新行動モデル 

静的モデルや動的状態モデルでは，観測時点の世帯の自動車保有状態をモデル化していたの

に対して，更新行動モデルは保有状態の変化をもたらす行動をモデル化するものである．

Kitamura (1992)は，更新行動モデルが動的状態モデルより優れている点として，以下のように

表 2-1 変数間の関係 

 同時的効果 慣性的効果 遅れ効果 

外生変数と外生変数 X1(t) ↔ X2(t) X1(t) ↔ X1(t-δ) 
X2(t) ↔ X2(t-δ) 

X1(t) ↔ X2(t-δ) 
X2(t) ↔ X1(t-δ) 

内生変数と外生変数 Y1(t) ← X1(t) 
Y2(t) ← X2(t) 

－ Y1(t) ← X1(t-δ) 
Y2(t) ← X2(t-δ) 

内生変数と内生変数 Y1(t) ← Y2(t) 
Y2(t) ← Y1(t) 

Y1(t) ← Y1(t-δ) 
Y2(t) ← Y2(t-δ) 

Y1(t) ← Y2(t-δ) 
Y2(t) ← Y1(t-δ) 

誤差項間 ε1(t) ↔ ε2(t) ε1(t) ↔ ε1(t-δ) 
ε1(t) ↔ ε1(t-δ) 

ε1(t) ↔ ε2(t-δ) 
ε1(t) ↔ ε2(t-δ) 

ただし，↔ は相関関係を表し，← は因果関係を表している．また，δ > 0． 
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まとめている． 

・自動車市場モデルの要素として自動車の購買，中古車市場への供給，スクラップの需要予

測モデルとして用いることが出来る． 

・更新費用（トランザクションコスト）の論理的整合的な取り扱いが可能である． 

・更新費用の非対称性（自動車を新たに追加する方が自動車を手放すより費用がかかる）を

表現可能であり，それらの更新費用を更新を行わない場合の費用（自動車を維持するため

の費用は更新する費用より大抵低い）と比較可能である． 

・自動車保有期間を内生変数として取り扱うことで，自動車保有に関する長期的な意思決定

をモデル化することが可能である． 

・自動車利用を自動車更新に関する意思決定に影響を与える要因として論理的整合的に取り

扱うことが可能である． 

a) 離散時刻モデル 

離散時刻上での自動車保有行動を表す離散時刻モデルでは，パネル調査等による各観測時点

間の更新行動の有無およびその種類を被説明変数としてモデル化するものである． 

Hocherman et al. (1983)は更新行動を行うか否かの選択を上位レベル，更新行動を行う場合の

購入車種を下位レベルとするネスティッド・ロジット・モデルを構築している．対象は更新行

動前の時点で 0台保有の世帯と 1台保有世帯に限られており，更新行動の種類としてはそれぞ

れ 0 台保有世帯には新規購入，1 台保有世帯には買い替えが考慮されているのみであり，複数

台保有については考慮されていない．また，推定に用いたデータは断面調査によるものであり，

過去 1年間を対象期間として更新行動の有無をモデル化している．よって，時点毎に同一の世

帯が選択を繰り返すことによる非観測異質性の影響については全く考慮されていない． 

非観測異質性を考慮する方法として，ベータロジスティック分布を用いた分析が行われてい

る（Manski and Goldin, 1983; Berkovec, 1985; Smith, et al., 1991）．ベータロジスティック分布を

用いた分析では，各離散時点における更新行動の選択を離散選択モデルで表し，更新行動を行

うまでの複数の時点での選択（時点 1 から観測を始めて時点 t で更新行動を行った場合，更新

行動を行わなかった t‐1回の選択と更新を行った 1回の選択）を観測したものとして，各時点

における選択効用に時点間に共通なベータロジスティック分布に従う非観測異質性を仮定する

ものである． 

ただし，Manski and Goldin (1983)，Berkovec (1985) では自動車の廃棄のみを取り扱っており，

世帯の行動を対象としたモデルというよりは，自動車市場モデルの一要素としてのモデルとい

う側面が強く，世帯間の観測異質性等は考慮されていない．一方，Smith et al. (1991) では，1

台保有世帯の買い替え行動のみを対象としており，追加購入や購入を伴なわない保有自動車の

破棄といった保有台数の増減に伴なう行動は考慮されていない． 

なお，我が国では，安藤他（1997）が居住地の変更に伴なう自動車保有台数の変化を記述す

るために，増車，変化無し，減車を選択肢として引っ越しに伴なう自動車取り替え更新行動の
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離散選択モデルを構築している．しかしながら，この分析では，通常のパネル調査のように一

定間隔毎の観測を行っているわけではなく，居住地の変更を与件としてモデル化が行われてお

り，自動車保有台数の変化の時期を予測することが出来ない．よって，予測モデルとして用い

るには新たに居住地の変更行動をモデル化する必要がある． 

b) 連続時刻モデル 

離散時刻モデルでは，各観測時点間の更新行動の有無をモデル化していたのに対して，いつ

更新行動を行うかという視点から，更新行動の時期をモデル化する方法がある．更新行動時期

をモデル化する場合には，離散時刻モデルで問題となった同一世帯からの繰り返し観測の問題

が解消されるだけでなく，観測時点を外生的に設定する必要が無く，連続的な時間軸上で更新

行動を予測可能となる．もちろん，連続変数としての出力結果は予測結果を分析者が一定の期

間毎にまとめることが可能であるため，予測が柔軟に行えるという利点がある．また，各世帯

が 1年毎に自動車取り替え更新行動の実施を検討するといった恣意的な仮定をおく必要もない． 

連続時刻モデルには，主にパラメトリックな生存時間モデル（Hensher and Mannering, 1994）

が適用される．自動車取り替え更新行動は買い替え，追加購入，購入を伴なわない破棄等，複

数の種類からなる行動であり，競合危険モデルの適用が適切であると考えられる．しかしなが

ら，いくつかの分析では競合を仮定せず，単独のハザード関数を用いたモデル化が行われてい

る． 

Mannering and Winston (1991)，de Jong (1996)では，世帯を対象とするのではなく個々の保有

自動車に着目し，世帯が各々の自動車をどのぐらいの期間保有するかを予測するモデルを構築

している．これらのモデルは世帯の全ての自動車取り替え更新行動を表したものではないため，

自動車保有に関する基礎的な知見を与えるにとどまっている．実際，Mannering and Winston 

(1991)はブランドを選択肢とする車種選択モデルと組み合わせることにより，アメリカ市場で

の国産車と輸入車の競合状態の記述から国内自動車産業の衰退を予測している． 

Bunch et al. (1996)は世帯を対象とし，更新行動間の期間を被説明変数とするモデル化を行っ

ている．このモデルは，電気自動車の需要予測のためのモデルシステムの要素として用いられ

ており，更新行動の種類を問わず，更新行動の発生時期のみを予測するものとなっている．よ

って単独のハザード関数を用いており，更新行動の種類は決定されない．実際，モデルシステ

ムの他の要素として，更新行動の発生を与件とし，買い替えを行うか追加購入を行うかという

選択を上位レベル，車種選択を下位レベルとするネスティッド・ロジット・モデル（複数保有

世帯に対しては買い替え時にいずれの保有自動車を買いかえるかという選択を中位レベルに加

えている）を構築しており，更新行動の種類の決定についてはそちらのモデルで考慮する形と

なっている（Brownstone, et al., 1996）．ただし，このようなモデル化では，買い替えを行う時期

と追加購入を行う時期は変わらず，更新行動の種類は更新行動時期に影響を与えないという仮

定が置かれている． 

一方，競合危険モデルを適用し，更新行動の種類の決定と更新行動時期の決定を同時に取り
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扱うモデル化も行われており，Gilbert (1992)は世帯が保有する個々の自動車を対象として，新

車との買い替え，中古車との買い替え，購入を伴なわない破棄の 3 つの更新行動の種類を競合

危険として取り扱い，更新行動種類の選択とその時期の決定を競合危険モデルによってモデル

化している．また，世帯を対象とし競合危険モデルを適用した分析としては，Hensher (1998)

の分析がある．Hensher (1998)は，Gilbert (1992)と同様に新車との買い替え，中古車との買い替

えを更新行動種類の選択肢とした競合危険モデルを構築している．Gilbert (1992)と異なりいず

れの保有自動車を買い替えるかという選択を考慮しておらず，世帯の買い替え行動間の期間を

予測するものである．そのため，Gilbert (1992) の分析で考慮されていたような個々の自動車属

性は説明変数に含まれていない． 

 

2.2 本研究の方針 

2.1で概観したように，初期の自動車保有・利用行動分析は主に静的なモデルによって世帯の

自動車保有台数，保有車種，年間走行距離等の自動車利用状況を個別に分析するものであった．

しかしながら，これらの行動は相互に密接な関係を持っており，１つの行動変化はそれ以外の

行動の変化を連鎖的に引き起こすため，他の要素は固定した上で，１つの要素のみを取り出し

て政策評価を行おうとすることには問題が生じる．このような問題を解決するために各々の行

動状態が均衡状態にあるものと仮定した統合モデルが開発されるようになった．統合モデルで

は何らかの政策を実施した際に各世帯の自動車保有・利用状態がどのように変化するかを統一

的に予測することが可能である．しかし，世帯が常に環境に対して均衡状態にあるとは考えら

れないこと，さらには時間軸上での「状態」をモデル化するのではなく，「行動」をモデル化す

る方が様々な要因を論理的整合的に取り扱う事が可能であるとの観点から，動的モデル，さら

には自動車取り替え更新行動モデルへと分析手法の発展を遂げている． 

本研究では，近年，自動車取り替え更新行動モデルの構築に用いられるようになった生存時

間解析手法を適用し，連続時間軸上での取り替え更新行動のモデル化を行う．また，これまで

の研究であまり分析されていない自動車利用行動の要素として，世帯内での自動車の配分行動

（メインドライバーの決定）を取り上げ，その他の自動車保有・利用行動との相互作用のモデ

ル化を行う． 

第 3章では世帯内での自動車の配分を与件とした世帯構成員の交通機関選択行動の分析を行

い，世帯内の自動車配分行動が直接的な交通需要を引き起こす交通機関選択行動に及ぼす影響

を明らかにする．第 4章では世帯の車種選択と世帯内での配分行動の同時選択モデルを構築し，

自動車配分行動が車種選択行動に及ぼす影響，および車種選択行動が自動車配分行動に及ぼす

影響を明らかにする．また，世帯内での配分を考慮した年間走行距離モデルを構築することに

より世帯内での自動車の配分が年間走行距離に及ぼす影響を明らかにする． 

第 5章以降では，生存時間解析手法を用いた世帯の自動車取り替え更新行動モデルの発展を

目指した分析を行う．まず，第 5章，第 6章では世帯の保有する各自動車に着目し，自動車保
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有期間のモデル化を行う．第 5章では自動車保有期間を表す確率分布形について検討を行うと

ともに，回顧データによる報告漏れを考慮したモデルの推定を行うことにより，断面調査によ

る回顧データの有効な利用方法を提案する．第 6章ではパネル調査に基づくデータを用いたモ

デルの推定を行うと共に，将来の自動車保有意向に関するデータを同時に用いることにより，

世帯間の非観測異質性をモデルに導入する方法を提案し，どのような世帯に意向と実際の保有

行動のずれが存在するかを示す． 

第 7章では，第 5章，第 6 章の結果を踏まえて世帯の自動車取り替え更新行動をモデル化す

る．従来の研究では自動車保有期間のモデル化と自動車取り替え更新行動のモデル化は個別に

行われており，相互に整合性が取れていなかった．本研究では各自動車の保有期間モデルを内

包する形で取り替え更新行動モデルを構築することにより，自動車保有期間の決定と取り替え

更新行動の意思決定を統一的に捉えることとなる．さらに，動的状態モデルではその存在が確

認されていたものの，生存時間解析手法を自動車保有に適用したこれまでの研究では考慮され

てこなかった，自動車取り替え更新行動に影響を与える要因の遅れ効果や変化の非対称性をモ

デルに導入し，その影響を明らかにする． 

第 8章では，第 4章で構築した車種・メインドライバー同時選択モデルを第 7章で構築した

自動車取り替え更新行動モデルに組み合わせると共に，我が国の自動車取り替え更新行動に特

徴的な車検制度が自動車取り替え更新行動に及ぼす影響を取り入れるためのモデルの拡張を行

う．構築したモデルを用いて車検制度の変更に伴なう自動車取り替え更新行動変化のシミュレ

ーション分析を行い，モデルの政策評価への適用可能性を検討する． 

なお，第 9 章では，これらの分析の結果得られた知見をまとめるともに今後の自動車保有・

利用分析において必要とされる発展の方向について述べる． 
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